
21.6.2 経済部コロナ禍における価格高騰等
緊急経済対策改定(案)について
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原材料等
安定供給

対策

中小企業等
への支援

生活困窮者
等への支援

対策関連予算：１，３７５．９億円
【うち１定提案分： １３３．９億円】

資料３



原材料等安定供給対策

✓ 省エネルギー促進総合支援事業費 【経済部】

✓ 合板・製材・集成材生産性向上品目転換促進対策事業費 【水産林務部】

✓ 特用林産生産資材高騰対策事業費 【水産林務部】

中小企業等への支援

✓ 中小・小規模企業経営安定化対策専門家派遣事業費 【経済部】

✓ 農業近代化資金利子補給金 【農政部】

✓ 道産食品販路確保対策事業費 【経済部】

✓ 地域間幹線系統確保維持費補助事業費 【総合政策部】

✓ 北海道旅行割引事業費 【経済部】

生活困窮者等への支援

✓ 物価高騰等対策特別支援事業費 【経済部】

✓ 出産・子育て応援事業費 【保健福祉部】
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コロナ禍における価格高騰等緊急経済対策
１定提案分



21.6.2 経済部
物価高騰等対策特別支援事業費

【44.5億円】

食料費などの物価高騰の影響を受けている子育て世帯
への支援や道産品の振興を図るため、商品券を配付
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対 象 者
子育て世帯
（１８歳以下の子どもを養育する父母等）

対 象 数 ３９万世帯程度（申請方式）

配付内容
8,000円相当の商品券
（おこめ券、牛乳贈答券）



21.6.2 経済部
北海道旅行割引事業費

道内外の旅行客を対象とした旅行商品の割引を支援
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名 称 ＨＯＫＫＡＩＤＯ ＬＯＶＥ！割

実施期間
１/１０～３/３１

※ 以降は、予算がなくなり次第終了

対 象 国内居住者の道内旅行

割引率 一律２０％

割引額
交通付き宿泊 上限 ５，０００円

上記以外 上限 ３，０００円

クーポン券
平日一律 ２，０００円

休日一律 １，０００円

【今回計上 ３４.２億円】
【既計上 １７５.６億円】
【計 ２０９.８億円】



省エネルギー促進総合支援事業
【６，３００万円】

事業者等における省エネの取組を進めるため、普及啓発セミナーの開催や
事業者が行う設備導入に向けた取組に対して支援

5

＜主な取組＞

区分 内容

セミナー
省エネ意識や行動の定着、省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率

化に係るセミナー開催（道内６箇所）

省エネの取組の「初期・計画段階」におけるアドバイザー招聘、ＦＳ調

査、人材育成、設計等に要する費用を支援

省エネの取組の「導入段階」における実際の省エネ設備導入等に要す

る経費を支援

導入促進



主な取組 内容

相 談 体 制 道、中小企業総合支援センター等による相談窓口の設置

専門家派遣
窓口等による対応が困難な事業者に、中小企業診断士等を派遣
（１，０５０社×２回）

取 組 展 開 専門家派遣等による地域支援の取組事例の普及・啓発

21.6.2 経済部
中小・小規模企業

経営安定化対策専門家派遣事業費
【１．４６億円】

原油・原材料価格高騰等の影響を受けている中小・小
規模事業者に対して専門家を派遣し、事業活動の維持・
継続のため支援を実施
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21.6.2 経済部
道産食品販路確保対策事業費

【１.０億円】

首都圏等の小売店に特設販売コーナーを設置し、物
価高騰等の影響を受ける食品製造事業者の持続的
な販路確保を支援

実施地域 実施内容

首都圏、
関西、中部

・高級スーパーマーケット等の店舗内に特設コーナー
を設置（R5.4～11／約250店舗×２回）
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21.6.2 経済部
地域間幹線系統確保維持費補助金

【3.8億円】

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域間幹線系統バス
路線維持のため、減額措置を一部緩和し、国と協調した追加支援
を実施
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【支援概要】
○令和４年度事業について、減額措置を一部適用しないこととする
○ 複数の市町村を結ぶ広域的・幹線的路線の維持のため、臨時的な措置として実施

経常収益
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用
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特例措置 経常収益
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21.6.2 経済部

出産・子育て応援事業費
【９.９億円】

市町村が実施する妊娠期から出産・子育てまでの伴走型
相談支援と経済的支援を一体的に実施するために必要
な経費を補助

区分 伴走型相談支援 経済的支援

概 要
出産・育児に関する面談等
の実施

出産・育児関連クーポン券の配布
や各種費用助成等

実施主体 市町村

支 援
対 象 者

妊婦・子育て家庭 令和４年４月以降出生した者

補助上限
単 価

9,074千円
※子育て世代包括支援センター１か所当たり
（未設置の場合は１自治体当たり）

出産応援ギフト：50千円/妊婦
子育応援ギフト：50千円/新生児
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21.6.2 経済部
農業近代化資金利子補給金

【融資枠：40億円】

肥料・飼料・燃料等の物価高騰の影響を受ける農業者等
の資金需要に対応するため、農協等の融資に対する利子
補給措置を行うとともに、融資枠を拡大

10

融資枠
40億円（R4：30億円）
（※農業者等 38億円、農協等２億円）

内容
農業者等の物価高騰による影響の軽減に向けて、
各地域から要望があった融資枠の拡大に対応



21.6.2 経済部
合板・製材・集成材生産性向上・

品目転換促進対策等事業費 【18.6億円】

林業・木材産業の体質強化を図るため、木材加工流通施
設や路網の整備等を支援
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補助対象
市町村、林業事業体、森林組合、
木材加工業者、苗木生産者等(64事業者)

事業内容
木材加工流通施設整備、高性能林業機械導入、
間伐材生産、造林、路網整備、コンテナ苗生産基
盤施設等整備を支援

補 助 率 １／２以内または定額



21.6.2 経済部
特用林産生産資材高騰対策事業費

【3,800万円】
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きのこ生産者の生産資材高騰の影響を緩和するため、生
産資材の導入を支援

補助対象
きのこ生産を行う者(21事業者)
(きのこ販売収入が過半を占める者)

事業内容
次期生産に必要な生産資材の導入費の
一部を支援
※生産資材:原木、菌床、おが粉等

補 助 率 定額(上限5,000千円)


